
　退職や転職、結婚などさまざまな節目には、国民年金の加入の種類や保険料の納め方が変わる
ため、その都度届け出が必要です。届け出を忘れると、将来受け取る年金額が減額になったり、
受け取れなくなったりする場合があります。忘れずに届け出ましょう。

保健医療課国保年金係　☎ 0824-73-1158

加入者は、職業などに
よって３つのグループに
分かれています。

節目の届け出を忘れずに

被保険者被保険者のの種別種別

届け出が必要なとき 手続きの内容 持参するもの

勤務先を退職したとき
（厚生年金加入者の場合）

第２号被保険者から第１号被保険者になります。
（第３号被保険者に該当する場合を除く） 年金手帳または基礎年金番号通知書、

社会保険などの資格を喪失した証明書
（勤務先で作成）

配偶者に扶養されていたが、
①扶養から外れたとき
②配偶者が厚生年金資格を喪失
したとき

第３号被保険者から第１号被保険者になります。

１号 自営業者、学生、農林漁業者の人など。加入手続きは市役所国民年金担当窓口で行います。

２号 会社員や公務員など、厚生年金保険や共済組合に加入している人。加入手続きは勤務先が行います。

３号 第２号被保険者に扶養されている配偶者の人。加入手続きは第２号被保険者の勤務先を経由して行います。
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４４月から、年金手帳は月から、年金手帳は基礎年金番号通知書基礎年金番号通知書に変わりましたに変わりました

　４月以降、「年金手帳」が廃止され、「新たに年金制度に加入する人」や「年金手帳の紛失などにより再発行
を希望する人」には基礎年金番号通知書（カードサイズ）が発行されます。
　なお、既に「年金手帳」を持っている人には、基礎年金番号通知書は発行されません。「年金手帳」は
引き続き、基礎年金番号確認書類として使用できますので、大切に保管してください。
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他の市町村から引っ越してきたとき 他市町村の転出証明書

職場の健康保険をやめたとき 職場の健康保険をやめたことの証明書

家族の職場の健康保険の被扶養者でなくなったとき 被扶養者でなくなったことの証明書

国
保
を

や
め
る
と
き

他の市町村に引っ越すとき 保険証

職場の健康保険に加入したとき 国保と職場の健康保険の保険証

家族の職場の健康保険の被扶養者になったとき 国保と被扶養者の新しい健康保険の保険証
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住所、世帯主、氏名が変わったとき 保険証

修学のため、別に住所を定めるとき 保険証・在学証明書

※本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証など）も持参してください。
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後期高齢者医療制度
４月から保険料率などが変わりました

令和２・３年度
均等割額 46,451円
所得割率 8.84％

 令和４・５年度
45,840円
8.67％

「後期高齢者医療制度」は、75 歳以上の人（65 歳以上で一定程度の障害があり、後期高齢者医療広域連合
の認定を受けた人を含む）を対象とした医療制度です。

保険料の計算方法保険料の計算方法

●保険料の軽減
　世帯の所得水準に合わせて、次のとおり均等割額が軽減されます。

世帯主および世帯内の被保険者の前年中所得の合計額 軽減後の均等割額

43 万円＋10 万円×（給与所得者等の数－１）以下 ７割軽減 13,752円／年

43 万円＋（28 万5 千円×被保険者数）
＋10 万円×（給与所得者等の数－１）以下 ５割軽減 22,920円／年

43 万円＋（52 万円×被保険者数）
＋10 万円×（給与所得者等の数－１）以下 ２割軽減 36,672円／年

※「給与所得者等」とは、給与所得または公的年金のある人です。
※所得が公的年金の人は、高齢者特別控除（15万円）を差し引いて計算します。
※所得などの申告がない場合は、軽減されないことがあります。

●保険料の決定通知書は、７月中旬に対象者に送付します。　

【問い合わせ】
保健医療課医療予防係
☎0824-73-1155
広島県後期高齢者医療広域連合（保険料の計算について）
☎082-502-3060

４月から翌年３月までを１年間として、年間に支払う保険料が計算されます。
保険料の限度額は 66 万円です。

※１　総所得金額等　前年の収入から必要経費（公的年金控除や給与所得控除など）を差し引いたもので、社会
　　　　　　　　　　保険料控除など、各種所得控除前の金額です。
※２　１年間の所得が2,400 万円を超える場合、基礎控除額が減額されます。

年間保険料 均等割額 所得割額
45,840円 所得に応じて負担

（総所得金額等※1ー基礎控除額43万円※2）×所得割率 8.67％所得割額計算式

✚＝

（例）年間の所得が200万円の場合
　（総所得額等 200万円 － 基礎控除額 43万円） × 所得割率 8.67% ＝ 所得割額 136,119円
　均等割額45,840円 ＋ 所得割額 136,119円 ＝ 年間保険料 181,959円
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